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1 はじめに 
刑事裁判例研究では法律専門家が過去の裁判例を

読み込み，各犯罪の成立要件（構成要件）に該当す

る部分を抽出，比較することで基礎的な分析が行わ

れる．現状はこの作業を人手で行っており，分析す

る裁判例が多い場合，コストが非常に大きい． 

近年自然言語処理を用いた裁判例分析の研究が行

われている[1][2]．本研究では刑事裁判例に注目し，

自然言語処理を用いて刑事裁判例から構成要件該当

部分を自動で抽出するシステムを提案する． 

 

2 刑事裁判例における構成要件要素 
刑法の条文は複数の構成要件要素で構成されてい

る．例えば刑法 108 条の現住建造物等放火であれば

「放火」，「現住性・現在性」，「焼損」の 3 つで

構成される．構成要件要素とは犯罪が成立するため

の要件を指し，すべての構成要件要素を満たすこと

で犯罪が成立する． 

刑事裁判では被告人の行為が構成要件要素を満た

すか否かが検討される．刑事裁判例は過去の刑事裁

判において構成要件該当性がいかなる事実について

認められるかが記載されている． 

裁判例における構成要件要素の該当部分の抽出は，

過去の大量の刑事裁判例を用いた研究に有用で，例

えば裁判官の思考の可視化や実際の処罰範囲の理解

の一助となる． 

 

3 構成要件要素抽出アルゴリズム 

3.1 提案アルゴリズムの概要 
図 1 に提案システムの処理フローを示す．システ

ムには「中心ベクトルの作成」，「分析裁判例の前

処理」，「構成要件要素の抽出」の大きく分けて 3

つの処理がある． 

 

3.2中心ベクトルの作成 
ここでは各構成要件要素に該当する文章を抽出す

る基準となる中心ベクトルを裁判例から作成する． 

本研究では過去の裁判例として『犯罪事実記載の

実務』[3] を用いる．本書は代表的な裁判例を用いて

「罪となるべき事実」の実際の記載方法を示したも

のであり，捜査機関の実務手引書としての機能を有 

 
 
 
 

している．この書に記載されている裁判例に対して

法律専門家によって各構成要件要素の該当文章にラ

ベル付けを行い，中心ベクトルを作成した． 

本研究では BERT[4]によって文章のベクトル化を行

う．なお，BERT には東北大学乾・鈴木研究室による

日本語学習モデル[5]を利用した． 

 

 
図 1:システムの処理フロー 

 

3.3分析裁判例の前処理 
ここでは構成要件要素の抽出対象である新規の刑

事裁判例に対して前処理を行う． 

図 1 の①「不要部分の削除」では不要単語の削除

と「もって」が入る文章，及びそれ以降の文章の削

除を行う．前者について，裁判例中で複数の事件が

記載された際に「第一」，「第二」等の単語が用い

られる．後者について，通常，罪となるべき事実の

文末付近には「もって」の文言とともに条文へのあ

てはめが行われる．両者ともに構成要件要素に該当

しないため削除を行う． 

図 1 の②「裁判例を単位文章に区切る」では裁判

例を読点で区切る．刑事裁判例の罪となるべき事実

は通常一文で書かれており，句点は最後の一度しか

使用されない．そこで本システムでは読点で区切っ
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た文章を単位文章として扱う． 

図 1 の③「4 字以下の文章の処理」について，裁

判例を読点で区切る際，「よって」，「上記 B は」

等の単体では本来の意味を持たない単位で区切られ

る場合がある．そこで本システムでは 4 字以下の文

章は一つ後ろの文章と合成する． 

図 1 の④「形態素解析」では読点区切りの文章ご

とに形態素解析を行う．本研究では Sentence 

Piece[6]を形態素解析に利用した． 

 

3.4構成要件要素の抽出 
 ここでは単位文章と中心ベクトルとの類似度を算

出し，類似度に応じて構成要件要素を抽出する．本

システムでは同一の文章を複数の構成要件要素の該

当部分として抽出しない．重複を避けるために各構

成要件要素に番号を割り当て，入力された抽出順で

抽出する．  

一番目に抽出する構成要件要素に関しては，最も

類似度が高い文章を抽出し．二番目以降の構成要件

要素に関しては，それ以前に抽出された文章以外で，

最も類似度の高い文章を抽出する． 

 

4 評価実験 

4.1 実験方法 
本システムの評価を刑法 108 条の現住建造物等放

火と刑法 246 条 1 項の詐欺罪で行う．評価用データ

として，各条文に関連する刑事裁判例を前者につい

て 20 件，後者について 40 件を選択し，法律専門家

によって各構成要件要素の該当文章にラベル付けを

行い,正解データを作成した． 

本稿ではすべての抽出順のパターンについて実験

を行い，正解率を計算した． 

なお，本実験では抽出した文章が正解データの文

章に内包されていれば正解とする．各構成要件要素

の正解数をデータ数で割ったものを各構成要件要素

の正解率，各抽出順での正解数を構成要件要素数と

データ数の積の値で割ったものを各抽出順の正解率

とする． 

 

4.2実験結果 
実験の結果を表 1,2 に記す． 

表の 1 列目の数字は抽出順を表す．例えば，刑法

108 条の現住建造物等放火であれば「0:放火」，

「1:現住性・現在性」，「2:焼損」を割り当てる．

抽出順が「102」の場合は，「現住性・現在性」，

「放火」，「焼損」の順に抽出する．詐欺罪の構成

要件要素も同様である． 

 

5 考察 
抽出順ごとの正解率に注目すると両者ともに最も

高い正解率が約 6 割となった．これは実際のシステ

ム運用の際には十分な正解率とは言えない．正解率 

表 1: 現住建造物等放火における結果 

 
 

表 2:詐欺罪における結果

 
 

が約 6 割にとどまった原因として，中心ベクトルの

作成方法が挙げられる．本システムでは各ベクトル

の平均をとることにより中心ベクトルを作成してい

るが，平均化の作業によって特徴的な表現の情報を

適切に残すことが出来ていない可能性がある． 

 

4 まとめ 
本稿では BERT を用いた刑事裁判例における犯罪

構成要件要素の自動抽出手法について，提案と評価

実験を行った．実際にシステムを作成する際には，

抽出順を事前に入力する必要がある．しかし，現段

階ではその手法までは検討できていない．今後は抽

出順の決定手法と精度の向上に取り組む． 
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